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「輸出貿易管理令の運用について」（昭和６２年１１月６日付け輸出注意事項６２

第１１号・６２貿局第３２２号）等の一部を改正する規程を次のとおり制定する。 

 

令和２年３月１６日 

 

 

経済産業省貿易経済協力局長 保坂 伸 

 

 

 

「輸出貿易管理令の運用について」等の一部改正について 

 

 

「輸出貿易管理令の運用について」（昭和６２年１１月６日付け輸出注意事項６２

第１１号・６２貿局第３２２号）等の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。ただし、別紙２の改正規程（Ⅲの

２（３）④の改正規定に限る。）及び別紙３の改正規程（別表１から別表４までの

改正規定に限る。）は、公布の日から施行する。 

２ この規程（別紙１及び別紙３から別紙８までの改正規程）の施行前に関東経済産

業局産業部国際課が受理した申請等及び同課が行った許可、承認又は確認等に係る

報告等の受理は、なお従前の例による。 

３ この規程（別紙１及び別紙６の改正規程）の施行前に関東経済産業局産業部国際

課が輸出の許可又は承認を行った輸出許可証又は輸出承認証に係る事務（内容訂

正・変更、分割、再交付等）及び輸出許可証等の再発行は、東京通商事務所又は横

浜通商事務所が行う。 

４ この規程（別紙７の改正規程）の施行前に関東経済産業局産業部国際課が委託加 

工貿易契約包括輸出承認を行った委託加工貿易契約包括輸出承認証に係る事務（分

割、変更、更新及び取消等）は、東京通商事務所又は横浜通商事務所が行う。 

５ この規程（別紙８の改正規程）の施行前に関東経済産業局産業部国際課が役務取

引の許可を行った許可の有効期限の延長又は許可証の内容変更は東京通商事務所

又は横浜通商事務所が行う。 

６ この規程（別紙９の改正規程）の施行前に関東経済産業局産業部国際課が受理し

た申請等並びに同課がＩＣの発給を行った輸入証明証に係る発給件数の報告及び

ＩＣ発給後に輸入契約が取り消された場合の手続は、なお従前の例による。 



（別紙１） 

「輸出貿易管理令の運用について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

〇「輸出貿易管理令の運用について」（昭和６２年１１月６日付け輸出注意事項６２第１１号・６２貿局第３２２号） 

改 正 後 現 行 

１ 輸出の許可 

１－０ （略） 

１－１ 輸出の許可 

（１）輸出許可事務の取扱い 

１ 輸出の許可 

１－０ （略） 

１－１ 輸出の許可 

（１）輸出許可事務の取扱い 

外為法第４８条第１項の規定による経済産業大臣の輸出許可（輸出許可証の訂正、

変更、分割及び再交付を含む。）は、別表第１に定める事務取扱区分により、本省貿

易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課（以下「安全保障貿易審査課」という。）

又は経済産業局（経済産業省設置法（平成１１年法律第９９号）第１０条でいう経済

産業局（関東経済産業局にあっては、東京通商事務所及び横浜通商事務所に限り、近

畿経済産業局にあっては、神戸通商事務所を含む。）をいう。以下同じ。）又は沖縄総

合事務局（内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４３条でいう沖縄総合事務局

をいう。以下同じ。）の商品輸出担当課が行う。ただし、輸出令第１２条の規定によ

り税関長に許可の権限が委任されているときは、税関が行う。 

外為法第４８条第１項の規定による経済産業大臣の輸出許可（輸出許可証の訂正、

変更、分割及び再交付を含む。）は、別表第１に定める事務取扱区分により、本省貿

易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課（以下「安全保障貿易審査課」という。）

又は経済産業局（経済産業省設置法（平成１１年法律第９９号）第１２条でいう経済

産業局（通商事務所を含む。）をいう。以下同じ。）又は沖縄総合事務局（内閣府設置

法（平成１１年法律第８９号）第４３条でいう沖縄総合事務局をいう。以下同じ。）

の商品輸出担当課が行う。ただし、輸出令第１２条の規定により税関長に許可の権限

が委任されているときは、税関が行う。 

（２）～（８） （略） 

２～６ （略） 

７ 輸出の事後審査 

（１）輸出の事後審査事務の取扱区分 

（２）～（８） （略） 

２～６ （略） 

７ 輸出の事後審査 

（１）輸出の事後審査事務の取扱区分 

輸出令第７条の規定による輸出の事後審査は、別表第１及び別表第２に定める事務

取扱区分により、本省貿易経済協力局貿易管理部貿易管理課（以下「貿易管理課」と

いう。）、本省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課安全保障貿易検査官室（以

下「安全保障貿易検査官室」という。）又は経済産業局若しくは沖縄総合事務局の商品

輸出担当課が行う。 

輸出令第７条の規定による輸出の事後審査は、別表第１及び別表第２に定める事務

取扱区分により、本省貿易経済協力局貿易管理部貿易管理課（以下「貿易管理課」と

いう。）、経済産業省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課安全保障貿易検査

官室（以下「安全保障貿易検査官室」という。）、経済産業局若しくは沖縄総合事務局

の商品輸出担当課が行う。 

（２）・（３） （略） 

８～１３ （略） 

（２）・（３） （略） 

８～１３ （略） 

別表第１  

輸出許可等事務の取扱区分 

 

外為法及び輸出令に基づく輸出許可等（「輸出許可及び輸出の許可の事後審査」をい

う。以下同じ。）の事務は次の区分により行う。 

別表第１  

輸出許可等事務の取扱区分 

 

外為法及び輸出令に基づく輸出許可等（「輸出許可及び輸出の許可の事後審査」をい

う。以下同じ。）の事務は次の区分により行う。 



１・２ （略） 

３ 輸出の許可の事後審査 

輸出の許可の事後審査事務は、次の区分により行う。 

１・２ （略） 

３ 輸出の許可の事後審査 

輸出の許可の事後審査事務は、次の区分により行う。 

３－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課の行う事後審査 

経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課は、それぞれ４に定める管轄区域

ごとに別紙の１に掲げる貨物の輸出（未遂を含む。）について事後審査を行う。 

３－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課の行う事後審査 

経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課は、それぞれ４に定める管轄区域

ごとに別紙の１に掲げる貨物の輸出（未遂を含む。）について事後審査を行う。 

３－２ （略） 

４ 管轄区域 

３－２ （略） 

４ 管轄区域 

経済産業局又は沖縄総合事務局は、申請者の店舗又は営業所が次に掲げる区域内に

あるものについて、輸出許可等の事務を行う。 

経済産業局又は沖縄総合事務局は、申請者の店舗又は営業所が次に掲げる区域内に

あるものについて、輸出許可等の事務を行う。 

（１） 東京通商事務所及び横浜通商事務所 

中部経済産業局             全国 

近畿経済産業局及び神戸通商事務所 

（２） 上記以外の経済産業局 経済産業省組織令第１０２条に掲げる管轄区域 

（削る） 

（３） 沖 縄 総 合 事 務 局 内閣府設置法第４４条に掲げる管轄区域 

別紙 （略） 

（１） 関東経済産業局 

近畿経済産業局 全国 

中部経済産業局 

（２） 上記以外の経済産業局 経済産業省組織令第１０２条に掲げる管轄区域 

通 商 事 務 所          当該通商事務所の属する経済産業局の管轄区域 

（３） 沖 縄 総 合 事 務 局 内閣府設置法第４４条に掲げる管轄区域 

別紙 （略） 

別表第２  

輸出承認等事務の取扱区分 

 

輸出令に基づく輸出承認等（「輸出承認及び輸出の承認の事後審査」をいう。以下同

じ。）の事務は次の区分により行う。 

１ 輸出の承認（略） 

１－１ （略） 

１－２ 輸出承認事務の取扱区分（略） 

１－２－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が輸出の承認を行う輸出 

（１）（略） 

（２）委託加工貿易契約により外国において加工するため本邦から輸出される貨物の輸

出（昭和４１年通商産業省告示第１７０号の一及び二に掲げる貨物に掲げる貨物を

本邦に輸入する契約に基づく輸出並びに輸出令別表第２に掲げられている貨物で別

紙第１において野生動植物貿易審査室が輸出の承認を行うこととされている貨物を

含む輸出契約による輸出を除く。） 

１－２－２ （略） 

別表第２  

輸出承認等事務の取扱区分 

 

輸出令に基づく輸出承認等（「輸出承認及び輸出の承認の事後審査」をいう。以下同

じ。）の事務は次の区分により行う。 

１ 輸出の承認（略） 

１－１ （略） 

１－２ 輸出承認事務の取扱区分（略） 

１－２－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が輸出の承認を行う輸出 

（１）（略） 

（２）委託加工貿易契約により外国において加工するため本邦から輸出される貨物の輸

出（昭和４１年通商産業省告示第１７０号の一及び二に掲げる貨物を本邦に輸入す

る契約に基づく輸出を除く。） 

 

 

１－２－２ （略） 



２ （略） 

３ 輸出の承認の事後審査 

輸出の承認の事後審査事務は、次の区分により行う。 

２ （略） 

３ 輸出の承認の事後審査 

輸出の承認の事後審査事務は、次の区分により行う。 

３－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課の行う事後審査 

経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課は、それぞれ４に定める管轄区域

ごとに別紙第１の１に掲げる貨物の輸出について事後審査を行う。 

３－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課の行う事後審査 

経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課は、それぞれ４に定める管轄区域

ごとに別紙第１の１に掲げる貨物の輸出について事後審査を行う。 

３－２ 貿易管理課の行う事後審査 

貿易管理課は、別紙第１の２から４までに掲げる貨物の輸出及び異例の輸出につい

て事後審査を行うとともにその総括に関する事務を行う。 

３－２ 貿易管理課の行う事後審査 

貿易管理課は、別紙１の２に掲げる貨物の輸出及び異例の輸出について事後審査を

行うとともにその総括に関する事務を行う。 

４ 管轄区域 

経済産業局又は沖縄総合事務局は、申請者の店舗又は営業所が次に掲げる区域内に

あるものについて、輸出承認等の事務を行う。 

４ 管轄区域 

経済産業局又は沖縄総合事務局は、申請者の店舗又は営業所が次に掲げる区域内に

あるものについて、輸出承認等の事務を行う。 

（１） 東京通商事務所及び横浜通商事務所 

中部経済産業局             全国 

近畿経済産業局及び神戸通商事務所 

（２） 上記以外の経済産業局 経済産業省組織令第１０２条に掲げる管轄区域 

（削る） 

（３） 沖縄総合合事務局 内閣府設置法第４４条に掲げる管轄区域 

 

（以下、略） 

（１） 関東経済産業局 

近畿経済産業局 全国 

中部経済産業局 

（２） 上記以外の経済産業局 経済産業省組織令第１０２条に掲げる管轄区域 

通 商 事 務 所          当該通商事務所の属する経済産業局の管轄区域 

（３） 沖 縄 総 合 事 務 局 内閣府設置法第４４条に掲げる管轄区域 

 

（以下、略） 



（別紙２） 

「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等について」（平成２４年４月２日付け平成２４・０３・２３貿局第１号・輸

出注意事項２４第１８号） 

改 正 後 現 行 

（略） 

Ⅰ （略） 

Ⅱ 輸出許可申請、役務取引許可申請又は特定記録媒体等輸出等許可申請に係る添付書

類等について 

１ 提出書類 

（略） 

（１）～（３） （略） 

（４）同一契約において輸出許可及び役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の

申請が必要となる場合 

同一契約において輸出許可及び役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の申

請が必要となる場合であって、以下の①又は②の場合については、安全保障貿易審

査課へ輸出許可及び役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の申請書を一括し

て申請することができます。ただし、商品輸出担当課において、輸出令第２条第１

項の承認が必要な事務を行うこととされている貨物を含む輸出契約による輸出の許

可の申請がある場合には、この限りではありません。 

（略） 

Ⅰ （略） 

Ⅱ 輸出許可申請、役務取引許可申請又は特定記録媒体等輸出等許可申請に係る添付書

類等について 

１ 提出書類 

（略） 

（１）～（３） （略） 

（４）同一契約において輸出許可及び役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の

申請が必要となる場合 

同一契約において輸出許可及び役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の申

請が必要となる場合であって、以下の①又は②の場合については、安全保障貿易審

査課へ輸出許可及び役務取引許可又は特定記録媒体等輸出等許可の申請書を一括し

て申請することができます。ただし、商品輸出担当課において、輸出令第２条第１

項の承認が必要な事務を行うこととされている貨物を含む輸出契約による輸出の許

可の申請がある場合には、この限りではありません。 

① 当該申請が、経済産業局（関東経済産業局にあっては、東京通商事務所及び

横浜通商事務所に限り、近畿経済産業局にあっては、神戸通商事務所を含む。

以下同じ。）又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が輸出の許可を行うこととさ

れている貨物の輸出に係る申請及び安全保障貿易審査課が役務取引又は特定記

録媒体等輸出等の許可を行うこととされている取引又は行為に係る申請の場合 

① 当該申請が、経済産業局（通商事務所を含む。以下同じ。）又は沖縄総合事務

局の商品輸出担当課が輸出の許可を行うこととされている貨物の輸出に係る申

請及び安全保障貿易審査課が役務取引又は特定記録媒体等輸出等の許可を行う

こととされている取引又は行為に係る申請の場合 

② 当該申請が、安全保障貿易審査課が輸出の許可を行うこととされている貨物

の輸出に係る申請及び経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が役務

取引の許可を行うこととされている取引に係る申請の場合 

（５） （略） 

２ （略） 

Ⅲ 許可後の手続き 

１ （略） 

② 当該申請が、安全保障貿易審査課が輸出の許可を行うこととされている貨物

の輸出に係る申請及び経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が役務

取引の許可を行うこととされている取引に係る申請の場合 

（５） （略） 

２ （略） 

Ⅲ 許可後の手続き 

１ （略） 



２ 大量破壊兵器関連設計・製造技術の提供に伴う事前同意手続き 

（１）・（２） （略） 

（３）注意事項 

①～③ （略） 

④ 役務取引の許可を受けて提供した設計又は製造に係る技術を利用する者が製

造した製品の輸出先又は販売先の確定に伴い、提供の相手方から事前同意を求

められた場合の経済産業省の事前同意についても、我が国又は「い地域①」若

しくは「り地域」を仕向地として輸出される場合（「り地域」を仕向地とする場

合にあっては、輸出令別表第１の３の項（１）に掲げる貨物であって貨物等省

令第２条第１項第一号へに該当する貨物、５の項（１７）に掲げる貨物であっ

て貨物等省令第４条第十四号ロに該当する貨物及び７の項（１９）に掲げる貨

物であって貨物等省令第６条第十九号に該当する貨物が輸出される場合を除

く。）には、経済産業省から特に指示のあるものを除き、不要とします。 

２ 大量破壊兵器関連設計・製造技術の提供に伴う事前同意手続き 

（１）・（２） （略） 

（３）注意事項 

①～③ （略） 

④ 役務取引の許可を受けて提供した設計又は製造に係る技術を利用する者が製

造した製品の輸出先又は販売先の確定に伴い、提供の相手方から事前同意を求

められた場合の経済産業省の事前同意についても、我が国又は「い地域①」を

仕向地として輸出される場合には不要とします。 

⑤・⑥ （略） 

Ⅳ・Ⅴ （略） 

別表１ 貨物、仕向地及び提出書類 

貨物 仕向地 提出書類 申請窓口 

（略） （略） （略） （略） 

※１ （略） 

⑤・⑥ （略） 

Ⅳ・Ⅴ （略） 

別表１ 貨物、仕向地及び提出書類 

貨物 仕向地 提出書類 申請窓口 

（略） （略） （略） （略） 

※１ （略） 

（注１）表中、「本省」は安全保障貿易審査課、「経済産業局」は経済産業局（関東経

済産業局にあっては、東京通商事務所及び横浜通商事務所に限り、近畿経済産業

局にあっては、神戸通商事務所を含む。以下同じ。）又は沖縄総合事務局の商品輸

出担当課を指す。別表２において同じ。 

（注１）表中、「本省」は安全保障貿易審査課、「経済産業局」は経済産業局（通商事

務所を含む。以下同じ。）又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課を指す。別表２に

おいて同じ。 

（注２）～（注４） （略） 

別表２～５ （略） 

（注２）～（注４） （略） 

別表２～５ （略） 

別表６ 申請書及び提出書類の郵送による提出先 

名称 郵便番号 住所 担当課 

本省 （略） （略） （略） 

北海道経済産業局 （略） （略） 北海道経済産業局 

総務企画部国際課 

東北経済産業局 （略） （略） 東北経済産業局 

総務企画部国際課 

別表６ 申請書及び提出書類の郵送による提出先 

名称 郵便番号 住所 担当課 

本省 （略） （略） （略） 

北海道経済産業局 （略） （略） 北海道経済産業局 

産業部国際課 

東北経済産業局 （略） （略） 東北経済産業局 

産業部国際課 



（削る） 

 

 

（削る） （削る） （削る） 

中経済産業局 （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

  

関東経済産業局 〒

330-9715 

さいたま市中央区新都

心1-1 さいたま新都心

合同庁舎１号館 

関東経済産業局 

産業部国際課 

中経済産業局 （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

  

別記１～５（略） 

様式１～２２（略） 

別記１～５（略） 

様式１～２２（略） 



（別紙３） 

「包括許可取扱要領」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「包括許可取扱要領」（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７号７号） 

改 正 後 現 行 

Ⅰ 一般包括許可 

１～７ （略） 

８ 一般包括許可の申請窓口 

一般包括許可の申請は、経済産業局（通商事務所を含む。以下同じ）又は沖縄総

合事務局の商品輸出担当課に行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄

総合事務局における一般包括許可の事務は、申請者の本店が次に掲げる区域内にあ

るものについて行う。 

Ⅰ 一般包括許可 

１～７ （略） 

８ 一般包括許可の申請窓口 

一般包括許可の申請は、経済産業局（通商事務所を含む。以下同じ）又は沖縄総

合事務局の商品輸出担当課に行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄

総合事務局における一般包括許可の事務は、申請者の本店が次に掲げる区域内にあ

るものについて行う。 

・東京通商事務所（文京区）及び横浜通商事務所（横浜市） ・・・全国 

・中部経済産業局（名古屋市） ・・・全国 

・近畿経済産業局（大阪市）及び神戸通商事務所（神戸市） ・・・全国 

・関東経済産業局（埼玉県さいたま市） ・・・全国 

・中部経済産業局（愛知県名古屋市） ・・・全国 

・近畿経済産業局（大阪府大阪市） ・・・全国 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、

中国経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡

市））・・・経済産業省令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄

地域 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、

中国経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡

市））・・・経済産業省令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄

地域 

（削る） ・通商事務所（東京都、横浜市、神戸市）・・・通商事務所が属する当該経済産業局

の管轄地域 

・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げ

る地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

９～１１ （略） 

Ⅱ 特別一般包括許可 

１～７ （略） 

８ 特別一般包括許可の申請窓口 

特別一般包括許可の申請は、経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課に

行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄総合事務局における特別一般

包括許可の事務は、申請者の本店が次に掲げる区域内にあるものについて行う。 

・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げ

る地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

９～１１ （略） 

Ⅱ 特別一般包括許可 

１～７ （略） 

８ 特別一般包括許可の申請窓口 

特別一般包括許可の申請は、経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課に

行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄総合事務局における特別一般

包括許可の事務は、申請者の本店が次に掲げる区域内にあるものについて行う。 

・東京通商事務所（文京区）及び横浜通商事務所（横浜市） ・・・全国 

・中部経済産業局（名古屋市） ・・・全国 

・関東経済産業局（埼玉県さいたま市） ・・・全国 

・中部経済産業局（愛知県名古屋市） ・・・全国 



・近畿経済産業局（大阪市）及び神戸通商事務所（神戸市） ・・・全国 ・近畿経済産業局（大阪府大阪市） ・・・全国 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、

中国経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡

市））・・・経済産業省令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄

地域 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、

中国経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡

市））・・・経済産業省令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄

地域 

（削る） ・通商事務所（東京都、横浜市、神戸市）・・・通商事務所が属する当該経済産業局

の管轄地域 

・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げ

る地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

９ 特別一般包括許可の有効期限 

特別一般包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して３年を超

えない範囲内において経済産業大臣が定める日とする。ただし、７に基づく変更の申

請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範囲において経済産業大臣の定め

る日とする。 

１０・１１ （略） 

Ⅲ 特定包括許可 

 １～４ （略） 

 ５ 特定包括許可の申請手続 

（１）～（３） （略） 

 （４） 申請に必要な書類 （略） 

  （イ） （略） 

  （ロ）特定輸出者承認書の写し（２の（３）の安全保障貿易検査官室による実地の

調査を受けていない者が特定包括輸出許可の申請を行う場合に限る。）・・・１通 

  （ハ）～（ホ） （略） 

 （５） （略） 

 ６・７ （略） 

 ８ 特定包括許可の有効期限 

特定包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して３年を超えない

範囲内において経済産業大臣が定める日とする。 

ただし、７に基づく変更の申請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範

囲において経済産業大臣の定める日とする。 

・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げ

る地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

９ 特別一般包括許可の有効期限 

特別一般包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して３年を超

えない範囲内において経済産業大臣が定める日とする。ただし、８に基づく変更の申

請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範囲において経済産業大臣の定め

る日とする。 

１０・１１ （略） 

Ⅲ 特定包括許可 

 １～４ （略） 

 ５ 特定包括許可の申請手続 

 （１）～（３） （略） 

 （４） 申請に必要な書類 （略） 

  （イ） （略） 

  （ロ）特定輸出者承認書の写し（２の（２）の安全保障貿易検査官室による実地の

調査を受けていない者が特定包括輸出許可の申請を行う場合に限る。）・・・１通 

  （ハ）～（ホ） （略） 

 （５） （略） 

 ６・７ （略） 

 ８ 特定包括許可の有効期限 

特定包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算して３年を超えない

範囲内において経済産業大臣が定める日とする。 

ただし、８に基づく変更の申請である場合には、変更前の許可の有効期限までの範

囲において経済産業大臣の定める日とする。 



 ９・１０ （略） 

Ⅳ～Ⅷ （略） 

 ９・１０ （略） 

Ⅳ～Ⅷ （略） 

別表１ 

一般包括輸出・役務（使用に係るプログラ

ム）取引許可の条件 
許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）一般包括輸出・役務（使用に係るプ

ログラム）取引許可に基づき輸出又は

技術の提供を行う際は、当該輸出され

る貨物の用途及び需要者又は提供さ

れる技術の用途及び利用する者につ

いて、あらかじめ経済産業大臣に登録

した統括責任者及び該非確認責任者

の指示に従い、当該輸出又は技術の提

供が一般包括輸出・役務（使用に係る

プログラム）取引許可の範囲又は条件

に適合していることを確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

需要者が確定していない輸出又は利用す

る者が確定していない技術の提供（ストッ

ク販売）を行う場合にあっては、次のいず

れかに該当する貨物及び技術が「り地域」

に転売される予定がないことを確認する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 外為令別表の３の項（１）に掲げる

技術であって、輸出令別表第１の３の

項（１）の貨物のうち、貨物等省令第

２条第１項一号へに該当するものの

使用（プログラムに限る（ソースコー

ドが提供されるものを除く。）。）に係

るもの 

（削る） 

 

 

 

 

別表１ 

一般包括輸出・役務（使用に係るプログラ

ム）取引許可の条件 
許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）一般包括輸出・役務（使用に係るプ

ログラム）取引許可に基づき輸出又は

技術の提供を行う際は、当該輸出され

る貨物の用途及び需要者又は提供さ

れる技術の用途及び利用する者につ

いて、あらかじめ経済産業大臣に登録

した統括責任者及び該非確認責任者

の指示に従い、当該輸出又は技術の提

供が一般包括輸出・役務（使用に係る

プログラム）取引許可の範囲又は条件

に適合していることを確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

需要者が確定していない輸出又は利用す

る者が確定していない技術の提供（以下

「ストック販売」という。）を行う場合に

あっては、需要者又は利用する者として予

定される者等について確認を行い、かつ一

般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）

取引許可を適用することができない第三

国にて転売される予定がないことを確認

すること（いずれも「い地域①」及び「り

地域」（次のいずれかに該当する貨物及び

技術の「り地域」を仕向地及び提供地とす

る場合を除く。）以外の地域についての確

認を行えば足りる。）。 

①～③ （略） 

④ 外為令別表の３の項（１）に掲げる

技術であって、輸出令別表第１の３の

項（１）の貨物のうち、貨物等省令第

２条第１項一号へに該当するものの

設計、製造又は使用に係るもの 

 

 

⑤ 外為令別表の５の項（１）に掲げる

技術であって、貨物等省令第１７条第

１項第三号に該当するもの（輸出令別

表第１の５の項（１７）に掲げる貨物

であって、貨物等省令第４条第十四号



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（１０） （略） 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（略） 

別表２ 

一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）一般包括役務取引許可に基づき技術

の提供を行う際は、当該提供される技

術の用途及び利用する者について、あ

らかじめ経済産業大臣に登録した統

括責任者及び該非確認責任者の指示

に従い、当該技術の提供が一般包括役

務取引許可の範囲又は条件に適合し

ていることを確認すること。 

 

 

 

 

（３）～（１０） （略） 

（略） 

利用する者が確定していない技術の提供

（ストック販売）を行う場合にあっては、

次のいずれかに該当する技術が「り地域」

に転売される予定がないことを確認する

こと。 

 

 

 

 

 

 

①～③ （略） 

（略） 

別表３ 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプロ

グラム）取引許可の条件 
許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）特別一般包括輸出・役務（使用に係

るプログラム）取引許可に基づき輸出

（略） 

１）需要者が確定していない輸出又は利用

する者が確定していない技術の提供（以

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（１０） （略） 

ロに該当するものの設計又は製造に

必要なものに限る。） 

⑥ 外為令別表の７の項（１）に掲げる

技術であって、貨物等省令第１９条第

１項第二号に該当するもの（輸出令別

表第１の７の項（１９）に掲げる貨物

であって、貨物等省令第６条第十九号

に該当するものの設計又は製造に必

要なものに限る。） 

（略） 

別表２ 

一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）一般包括役務取引許可に基づき技術

の提供を行う際は、当該提供される技

術の用途及び利用する者について、あ

らかじめ経済産業大臣に登録した統

括責任者及び該非確認責任者の指示

に従い、当該技術の提供が一般包括役

務取引許可の範囲又は条件に適合し

ていることを確認すること。 

 

 

 

 

（３）～（１０） （略） 

（略） 

利用する者が確定していない技術の提供

（以下「ストック販売」という。）を行う

場合にあっては、利用する者として予定さ

れる者等について確認を行い、かつ一般包

括役務取引許可を適用することができな

い第三国にて転売される予定がないこと

を確認すること（いずれも「い地域①」及

び「り地域」（次のいずれかに該当する技

術の「り地域」を提供地とする場合を除

く。）以外の地域についての確認を行えば

足りる。）。 

①～③ （略） 

（略） 

別表３ 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプロ

グラム）取引許可の条件 
許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）特別一般包括輸出・役務（使用に係

るプログラム）取引許可に基づき輸出

（略） 

１）需要者が確定していない輸出又は利用

する者が確定していない技術の提供（以



又は技術の提供を行う際は、当該輸出

される貨物の用途及び需要者又は提

供される技術の用途及び利用する者

について、あらかじめ定められた手続

きに従って確認を行い、当該輸出又は

技術の提供が特別一般包括輸出・役務

（使用に係るプログラム）取引許可の

範囲又は条件に適合していることを

確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下「ストック販売」という。）を行う場

合にあっては、需要者又は利用する者と

して予定される者等について確認を行

い、かつ特別一般包括輸出・役務（使用

に係るプログラム）取引許可を適用する

ことができない第三国に転売される予

定がないことを確認すること（いずれも

輸出令別表第３に掲げる地域以外の地

域においてストック販売を行う場合の

み確認を行えば足りる。ただし、輸出令

別表第３に掲げる地域においてストッ

ク販売を行う場合にあっても、次のいず

れかに該当する貨物及び技術が「り地

域」に転売される予定がないことを確認

すること。）。 

①～③ （略） 

④ 外為令別表の３の項（１）に掲げる

技術であって、輸出令別表第１の３の

項（１）の貨物のうち、貨物等省令第

２条第１項一号へに該当するものの

使用（プログラムに限る（ソースコー

ドが提供されるものを除く。）。）に係

るもの 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

又は技術の提供を行う際は、当該輸出

される貨物の用途及び需要者又は提

供される技術の用途及び利用する者

について、あらかじめ定められた手続

きに従って確認を行い、当該輸出又は

技術の提供が特別一般包括輸出・役務

（使用に係るプログラム）取引許可の

範囲又は条件に適合していることを

確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下「ストック販売」という。）を行う場

合にあっては、需要者又は利用する者と

して予定される者等について確認を行

い、かつ特別一般包括輸出・役務（使用

に係るプログラム）取引許可を適用する

ことができない第三国にて転売される

予定がないことを確認すること（いずれ

も「い地域①」及び「り地域」（次のい

ずれかに該当する貨物及び技術の「り地

域」を仕向地及び提供地とする場合を除

く。）以外の地域についての確認を行え

ば足りる。）。 

 

 

 

①～③ （略） 

④ 外為令別表の３の項（１）に掲げる

技術であって、輸出令別表第１の３の

項（１）の貨物のうち、貨物等省令第

２条第１項一号へに該当するものの

設計、製造又は使用に係るもの 

 

 

⑤ 外為令別表の５の項（１）に掲げる

技術であって、貨物等省令第１７条第

１項第三号に該当するもの（輸出令別

表第１の５の項（１７）に掲げる貨物

であって、貨物等省令第４条第十四号

ロに該当するものの設計又は製造に

必要なものに限る。） 

⑥ 外為令別表の７の項（１）に掲げる

技術であって、貨物等省令第１９条第



 

 

 

 

 

 

（３）～（１２） （略） 

 

 

 

 

 

２） （略） 

（略） 

別表４ 

特別一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）特別一般包括役務取引許可に基づき

技術の提供を行う際は、当該提供され

る技術の用途及び利用する者につい

て、あらかじめ定められた手続きに従

って確認を行い、当該技術の提供が特

別一般包括役務取引許可の範囲又は

条件に適合していることを確認する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（１３） （略） 

（略） 

１）利用する者が確定していない技術の提

供（以下「ストック販売」という。）を

行う場合にあっては、利用する者として

予定される者等について確認を行い、か

つ特別一般包括役務取引許可を適用す

ることができない第三国に転売される

予定がないことを確認すること（いずれ

も輸出令別表第３に掲げる地域以外の

地域においてストック販売を行う場合

のみ確認を行えば足りる。ただし、輸出

令別表第３に掲げる地域においてスト

ック販売を行う場合にあっても、次のい

ずれかに該当する技術が「り地域」に転

売される予定がないことを確認するこ

と。）。 

①～③ （略） 

２） （略） 

（略） 

別表５～８、別表Ａ・Ｂ （略） 

様式１～２０（略） 

 

 

 

 

 

 

（３）～（１２） （略） 

１項第二号に該当するもの（輸出令別

表第１の７の項（１９）に掲げる貨物

であって、貨物等省令第６条第十九号

に該当するものの設計又は製造に必

要なものに限る。） 

２） （略） 

（略） 

別表４ 

特別一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１） （略） 

（２）特別一般包括役務取引許可に基づき

技術の提供を行う際は、当該提供され

る技術の用途及び利用する者につい

て、あらかじめ定められた手続きに従

って確認を行い、当該技術の提供が特

別一般包括役務取引許可の範囲又は

条件に適合していることを確認する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（１３） （略） 

（略） 

１）利用する者が確定していない技術の提

供（以下「ストック販売」という。）を

行う場合にあっては、利用する者として

予定される者等について確認を行い、か

つ特別一般包括役務取引許可を適用す

ることができない第三国にて転売され

る予定がないことを確認すること（いず

れも「い地域①」及び「り地域」（次の

いずれかに該当する技術の「り地域」を

提供地とする場合を除く。）以外の地域

についての確認を行えば足りる。）。 

 

 

 

 

①～③ （略） 

２） （略） 

（略） 

別表５～８、別表Ａ・Ｂ （略） 

様式１～２０（略） 



（別紙４） 

「廃棄物の輸出承認について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「廃棄物の輸出承認について」（平成５年１２月１４日付け輸出注意事項５第４２号） 

改 正 後 現 行 

１・２ （略） 

３ 輸出承認の申請 

（１）輸出承認申請書の提出先 

１・２ （略） 

３ 輸出承認の申請 

（１）輸出承認申請書の提出先 

輸出承認の申請をしようとする者は、廃掃法第１０条第１項（同法第１５条の４の

７第１項で準用される場合を含む。）の規定により輸出についてあらかじめ、環境大臣

の確認を受けた確認書を取得のうえ、輸出承認申請書２通を経済産業局（関東経済産

業局にあっては、東京通商事務所及び横浜通商事務所に限り、近畿経済産業局にあっ

ては、神戸通商事務所を含む。）又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課に提出するもの

とする。 

輸出承認の申請をしようとする者は、廃掃法第１０条第１項（同法第１５条の４の

７第１項で準用される場合を含む。）の規定により輸出についてあらかじめ、環境大臣

の確認を受けた確認書を取得のうえ、輸出承認申請書２通を経済産業局（通商事務所

を含む。）及び沖縄総合事務局の商品輸出担当課に提出するものとする。 

（２） （略） 

４ （略） 

（２） （略） 

４ （略） 



（別紙５） 

「絶滅のおそれのある野生動植物等の輸出承認について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「絶滅のおそれのある野生動植物等の輸出承認について」（平成２３年９月１日付け輸出注意事項２３第１１号） 

改 正 後 現 行 

１・２ （略） 

３ 輸出承認の申請 

（１）輸出承認申請書の提出先 

１・２ （略） 

３ 輸出承認の申請 

（１）輸出承認申請書の提出先 

輸出承認の申請をしようとする者は、次に掲げる表の「貨物の種類」の区分に応じ、

右欄に掲げる「提出先」に輸出承認申請書２通を提出するものとする。 

項 貨物の種類 提出先 

１ （略） （略） 

２ 適用品目のうち、サボテン科全種、そて

つ科全種（人工的に繁殖されたものに限

る。）、ゆり科アロエ属全種、らん科全種

（人工的に繁殖されたものに限る。）及

びさくらそう科シクラメン属全種 

経済産業局（関東経済産業局にあ

っては、東京通商事務所及び横浜

通商事務所に限り、近畿経済産業

局にあっては、神戸通商事務所を

含む。）及び沖縄総合事務局の商品

輸出担当課 

  

輸出承認の申請をしようとする者は、次に掲げる表の「貨物の種類」の区分に応じ、

右欄に掲げる「提出先」に輸出承認申請書２通を提出するものとする。 

項 貨物の種類 提出先 

１ （略） （略） 

２ 適用品目のうち、サボテン科全種、そて

つ科全種（人工的に繁殖されたものに限

る。）、ゆり科アロエ属全種、らん科全種

（人工的に繁殖されたものに限る。）及

びさくらそう科シクラメン属全種 

 

経済産業局（通商事務所を含む。）

及び沖縄総合事務局の商品輸出担

当課 

  

（２）・（３） （略） 

４・５ （略） 

（２）・（３） （略） 

４・５ （略） 



（別紙６） 

「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書等の申請手続等について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書等の申請手続等について」（昭和５５年１１月１日付け輸出注意事項５５第１７号） 

改 正 後 現 行 

Ⅰ・Ⅱ （略） 

Ⅲ 輸出許可申請等 

１ 輸出許可書等の申請手続等 

（１）輸出承認申請書の提出先 

Ⅰ・Ⅱ （略） 

Ⅲ 輸出許可申請等 

１ 輸出許可書等の申請手続等 

（１）輸出承認申請書の提出先 

対象貨物に該当する貨物に係る輸出承認申請に添付すべき輸出許可書等の申請を

しようとする者は、別紙様式１－（１）に定める輸出許可書等２通を次に掲げる表

の左欄の「貨物の種類」の区分に応じ、右欄に掲げる「提出先」（以下「担当課室」

という。）に提出するものとする。 

貨物の種類 提出先 

（略） （略） 

対象貨物のうち、サボテン科全種、そて

つ科全種（人工的に繁殖されたものに限

る。）、ゆり科アロエ属全種、らん科全種

（人工的に繁殖されたものに限る。）及

びさくらそう科シクラメン属全種 

経済産業局（関東経済産業局にあって

は、東京通商事務所及び横浜通商事務

所に限り、近畿経済産業局にあって

は、神戸通商事務所を含む。以下同

じ。）及び沖縄総合事務局の商品輸出

担当課 

  

対象貨物に該当する貨物に係る輸出承認申請に添付すべき輸出許可書等の申請を

しようとする者は、別紙様式１－（１）に定める輸出許可書等２通を次に掲げる表

の左欄の「貨物の種類」の区分に応じ、右欄に掲げる「提出先」（以下「担当課室」

という。）に提出するものとする。 

貨物の種類 提出先 

（略） （略） 

対象貨物のうち、サボテン科全種、そて

つ科全種（人工的に繁殖されたものに限

る。）、ゆり科アロエ属全種、らん科全種

（人工的に繁殖されたものに限る。）及

びさくらそう科シクラメン属全種 

 

経済産業局（通商事務所を含む。）及

び沖縄総合事務局の商品輸出担当課 

  

 （２）輸出許可書等の添付書類 

  （イ）～（二） （略） 

  （ホ）輸出貨物が対象貨物の個体（生死の別を問わない。）又は個体の部分である場

合には、これを記録した写真 ２枚（経済産業局及び沖縄総合事務局の商品輸出

担当課に提出する場合にあっては、１枚） 

なお、ニホンイシガメの個体（生死の別を問わない。）のうち、野生から取得

したものにあっては、当該個体の背甲長が確認できるように定規等を併せて写

すこと。 

（ヘ）～（ヲ） （略） 

 （３）（略） 

 ２ （略） 

 （２）輸出許可書等の添付書類 

  （イ）～（二） （略） 

  （ホ）輸出貨物が対象貨物の個体（生死の別を問わない。）又は個体の部分である場

合には、これを記録した写真 ２枚（経済産業局（通商事務所を含む。）及び沖

縄総合事務局の商品輸出担当課に提出する場合にあっては、１枚） 

なお、ニホンイシガメの個体（生死の別を問わない。）のうち、野生から取得

したものにあっては、当該個体の背甲長が確認できるように定規等を併せて写

すこと。 

（ヘ）～（ヲ） （略） 

 （３）（略） 

 ２ （略） 



改 正 後 現 行 

 ３ 輸出許可書等の事務取扱い 

（１）（略） 

 （２）輸出許可書等の再発行 

  （イ）輸出許可書等を紛失した場合の再発行の申請の受付は、当該許可を行った担

当課室が紛失した輸出許可書等の写し（写しのない場合は、本省、経済産業局

及び沖縄総合事務所の担当課室の保管する写しをもってこれにあてる。）２通及

び理由書１通の提出を求めて行うものとする。 

 

  （ロ）（略） 

 （３）～（５）（略） 

 ３ 輸出許可書等の事務取扱い 

（１）（略） 

 （２）輸出許可書等の再発行 

  （イ）輸出許可書等を紛失した場合の再発行の申請の受付は、当該許可を行った担

当課室が紛失した輸出許可書等の写し（写しのない場合は、本省、経済産業局

（通商事務所を含む。以下同じ。）及び沖縄総合事務所の担当課室の保管する写

しをもってこれにあてる。）２通及び理由書１通の提出を求めて行うものとす

る。 

  （ロ）（略） 

 （３）～（５）（略） 

Ⅳ・Ⅴ （略） 

別紙様式１～３ （略） 

Ⅳ・Ⅴ （略） 

別紙様式１～３ （略） 

 



（別紙７） 

「委託加工貿易契約包括承認取扱要領」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「委託加工貿易契約包括承認取扱要領」（平成２６年４月２４日付け輸出注意事項２６第１７号） 

改 正 後 現 行 

Ⅰ 委託加工貿易契約包括輸出承認 

１～４ （略） 

５ 委託加工貿易契約包括輸出承認の申請窓口 

Ⅰ 委託加工貿易契約包括輸出承認 

１～４ （略） 

５ 委託加工貿易契約包括輸出承認の申請窓口 

委託加工貿易契約包括輸出承認の申請は、経済産業局（関東経済産業局にあっては、

東京通商事務所及び横浜通商事務所に限り、近畿経済産業局にあっては、神戸通商事

務所を含む。以下同じ。）又は沖縄総合事務局に行わなければならない。なお、各経済

産業局又は沖縄総合事務局における委託加工貿易契約包括輸出承認の事務は、申請者

の本店が次に掲げる区域内にあるものについて行う。 

委託加工貿易契約包括輸出承認の申請は、経済産業局（通商事務所を含む。）又は沖

縄総合事務局に行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄総合事務局にお

ける委託加工貿易契約包括輸出承認の事務は、申請者の本店が次に掲げる区域内にあ

るものについて行う。 

・東京通商事務所（文京区）及び横浜通商事務所（横浜市） ・・・全国 

・中部経済産業局（名古屋市） ・・・全国 

・近畿経済産業局（大阪市）及び神戸通商事務所（神戸市） ・・・全国 

・関東経済産業局（埼玉県さいたま市） ・・・全国 

・中部経済産業局（愛知県名古屋市） ・・・全国 

・近畿経済産業局（大阪府大阪市） ・・・全国 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、

中国経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡市））・・・

経済産業省令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄地域 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、

中国経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡市））・・・

経済産業省令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄地域 

（削る） ・通商事務所（東京都、横浜市、神戸市）・・・通商事務所が属する当該経済産業局の

管轄地域 

・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げる

地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

６～１１ （略） 

Ⅱ （略） 

別表 （略） 

様式１・様式２、様式a・様式aの２ （略） 

・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げる

地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

６～１１ （略） 

Ⅱ （略） 

別表 （略） 

様式１・様式２、様式a・様式aの２ （略） 

 



（別紙８） 

「外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」の一部を改正する規程新旧

対照表（傍線部分は改正部分） 

○「外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」（平成４年１２月２１日

付け４貿局第４９２号） 

改 正 後 現 行 

１ （略） 

２ 役務取引・特定記録媒体等輸出等の許可 

（１）根拠法令及び事務の取扱い 

① （略） 

② 外国為替令第１７条第２項の規定に基づく許可  

（略） 

１ （略） 

２ 役務取引・特定記録媒体等輸出等の許可 

（１）根拠法令及び事務の取扱い 

① （略） 

② 外国為替令第１７条第２項の規定に基づく許可  

（略） 

なお、この経済産業大臣の許可（有効期限の延長又は許可証の内容変更を含む。）に

関する事務は、別紙２－２に定める事務取扱区分により、貿易経済協力局貿易管理部

安全保障貿易審査課（以下「安全保障貿易審査課」という。）又は経済産業局（経済産

業省設置法（平成１１年法律第９９号）第１０条でいう経済産業局（関東経済産業局

にあっては、東京通商事務所及び横浜通商事務所に限り、近畿経済産業局にあっては、

神戸通商事務所を含む。）をいう。以下同じ。）若しくは沖縄総合事務局（内閣府設置

法（平成１１年法律第８９号）第４３条でいう沖縄総合事務局をいう。以下同じ。）の

商品輸出担当課が行う。ただし、「包括許可取扱要領」（平成１７年２月２５日付け平

成１７･０２･２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号。以下「取扱要領」という。）

に定める一般包括役務取引許可、特別一般包括役務取引許可、特定包括役務取引許可、

特別返品等包括輸出・役務取引許可及び特定子会社包括輸出・役務取引許可に関する

事務については、取扱要領の定めるところによる。 

なお、この経済産業大臣の許可（有効期限の延長又は許可証の内容変更を含む。）に

関する事務は、別紙２－２に定める事務取扱区分により、貿易経済協力局貿易管理部

安全保障貿易審査課（以下「安全保障貿易審査課」という。）又は経済産業局（経済産

業省設置法（平成１１年法律第９９号）第１２条でいう経済産業局（通商事務所を含

む。）をいう。以下同じ。）若しくは沖縄総合事務局（内閣府設置法（平成１１年法律

第８９号）第４３条でいう沖縄総合事務局をいう。以下同じ。）の商品輸出担当課が行

う。ただし、「包括許可取扱要領」（平成１７年２月２５日付け平成１７･０２･２３貿

局第１号・輸出注意事項１７第７号。以下「取扱要領」という。）に定める一般包括役

務取引許可、特別一般包括役務取引許可、特定包括役務取引許可、特別返品等包括輸

出・役務取引許可及び特定子会社包括輸出・役務取引許可に関する事務については、

取扱要領の定めるところによる。 

（２）～（６） （略） 

３ （略） 

別紙１～２（略） 

別紙２－２ 役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可事務の取扱区分 

１・２ （略） 

３ 管轄区域 

経済産業局又は沖縄総合事務局は、申請者の店舗又は営業所が次に掲げる区域内に

あるものについて、輸出許可等の事務を行う。 

（２）～（６） （略） 

３ （略） 

別紙１～２（略） 

別紙２－２ 役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可事務の取扱区分 

１・２ （略） 

３ 管轄区域 

経済産業局又は沖縄総合事務局は、申請者の店舗又は営業所が次に掲げる区域内に

あるものについて、輸出許可等の事務を行う。 



（１） 東京通商事務所及び横浜通商事務所 

中部経済産業局 全国 

近畿経済産業局及び神戸通商事務所 

（２） 上記以外の経済産業局 経済産業省組織令第１０２条に掲げる管轄区域 

（削る） 

（３） 沖 縄 総 合 事 務 局 内閣府設置法第４４条に掲げる管轄区域 

別紙３・４ （略） 

参考様式１～参考様式４ （略） 

（１） 関東経済産業局 

近畿経済産業局 全国 

中部経済産業局 

（２） 上記以外の経済産業局 経済産業省組織令第１０２条に掲げる管轄区域 

通 商 事 務 所          当該通商事務所の属する経済産業局の管轄区域 

（３） 沖 縄 総 合 事 務 局 内閣府設置法第４４条に掲げる管轄区域 

別紙３・４ （略） 

参考様式１～参考様式４ （略） 

  



（別紙９） 

「輸入証明書及び通関証明書に関する事務処理要領」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「輸入証明書及び通関証明書に関する事務処理要領」（平成８年９月５日付け輸出注意事項８第１６号 ８貿局第３７２号） 

改 正 後 現 行 

１ （略） 

２ ＩＣの発給事務等 

（１）・（２） （略） 

１ （略） 

２ ＩＣの発給事務等 

（１）・（２） （略） 

（３）ＩＣの発給に関する事務は、経済産業局（経済産業省設置法（平成１１年法律第

９９号）第１０条でいう経済産業局（関東経済産業局にあっては、東京通商事務所

及び横浜通商事務所に限り、近畿経済産業局にあっては、神戸通商事務所を含む。）

をいう。以下同じ。）又は沖縄総合事務局（内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）

第４３条でいう沖縄総合事務局をいう。以下同じ。）において行う。 

（３）ＩＣの発給に関する事務は、経済産業局、通商事務所又は内閣府沖縄総合事務局

（以下「沖縄総合事務局」という。）において行う。 

（４） （略） （４） （略） 

（５）経済産業局又は沖縄総合事務局は、ＩＣの発給を行った場合は、副本及び写しを

保有するものとする。ただし、相手国政府機関から要求があれば、副本を別紙様式

第３の送付状に添付して直接送付するものとする。また、ＩＣ発給件数（国別）月

報を翌月末までに貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課（以下「安全保障

貿易審査課」という。）に報告するものとする。 

（５）経済産業局、通商事務所又は沖縄総合事務局は、ＩＣの発給を行った場合は、副

本及び写しを保有するものとする。ただし、相手国政府機関から要求があれば、副

本を別紙様式第３の送付状に添付して直接送付するものとする。また、ＩＣ発給件

数（国別）月報を翌月末までに貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課（以

下「安全保障貿易審査課」という。）に報告するものとする。 

（６）経済産業局又は沖縄総合事務局は、ＩＣの発給後、当該輸入契約が取り消された

場合は、遅滞なく、申請者からＩＣの原本の返却を求め、その旨を安全保障貿易審

査課に報告するものとする。 

（６）経済産業局、通商事務所又は沖縄総合事務局は、ＩＣの発給後、当該輸入契約が

取り消された場合は、遅滞なく、申請者からＩＣの原本の返却を求め、その旨を安

全保障貿易審査課に報告するものとする。 

（７）ＩＣの番号欄には、番号の前にＩＣ発給経済産業局又は沖縄総合事務局の略号（付

表第１）及び年号（下２桁）を付し、番号の後に相手国の国コード（付表第２）を

付するものとする 

（７）ＩＣの番号欄には、番号の前にＩＣ発給経済産業局、通商事務所又は沖縄総合事

務局の略号（付表第１）及び年号（下２けた）を付し、番号の後に相手国の国コー

ド（付表第２）を付するものとする 

例：近畿経済産業局発給のスロバキア向けＩＣ番号 

ＯＳＡ－０１－番号－２４６ 

  

例：関東経済産業局発給のスロバキア向けＩＣ番号 

ＴＫＯ－０１－番号－２４６ 

  



（８）ＩＣの署名欄は、経済産業局産業部長（北海道経済産業局及び東北経済産業

局にあっては、総務企画部長、中部経済産業局にあっては、地域経済部長、近

畿経済産業局にあっては、通商部長、九州経済産業局にあっては、国際部長）、

通商事務所長若しくは沖縄総合事務局経済産業部長又はあらかじめ定められた

その代行者が行う。ただし、副本、写し及び税関確認用の署名欄は、ゴム・ス

タンプをもって署名に代えることができる。経済産業局又は通商事務所におけ

るＩＣの署名者又は署名代行者は、別紙様式第４により氏名、署名その他必要

事項を安全保障貿易審査課に届け出るものとする。ＩＣの署名者又は署名代行

者が変更されたときも同様とする。 

（８）ＩＣの署名欄は、経済産業局産業部長（中部経済産業局にあっては、地域経

済部長、近畿経済産業局にあっては、通商部長、九州経済産業局にあっては、

国際部長）、通商事務所長若しくは沖縄総合事務局経済産業部長又はあらかじ

め定められたその代行者が行う。ただし、副本、写し及び税関確認用の署名欄

は、ゴム・スタンプをもって署名に代えることができる。経済産業局又は通商

事務所におけるＩＣの署名者又は署名代行者は、別紙様式第４により氏名、署

名その他必要事項を安全保障貿易審査課に届け出るものとする。ＩＣの署名者

又は署名代行者が変更されたときも同様とする。 

 

なお、ＩＣの署名者及び署名代行者は、安全保障貿易審査課に届け出た後でな

ければＩＣの署名欄に署名し、又は署名に代えるゴム・スタンプを押印してはな

らない。 

なお、ＩＣの署名者及び署名代行者は、安全保障貿易審査課に届け出た後でな

ければＩＣの署名欄に署名し又は署名に代えるゴム・スタンプを押印してはなら

ない。 

３ （略） 

別紙様式第１～別紙様式第５ （略） 

付表第１・２ （略） 

３ （略） 

別紙様式第１～別紙様式第５ （略） 

付表第１・２ （略） 

 


